
 

 

一般社団法人汎用台帳システム協会 

第六期（令和 5 年度）事業報告書 
 

自 令和 5年 10 月 1 日 ～ 至 令和 6年 9月 30日 

 

 

 

 

Ⅰ．事業概要 

 

一般社団法人汎用台帳システム協会（ULS-A）は、個人情報保護および情報セキュリテ 

ィを確保したデータ管理の普及・啓発を目指し、平成 30年 10月より活動を行っていま 

す。デジタル化の進展に伴うセキュリティニーズに応え、汎用台帳システムの導入支援 

や管理体制の向上を図ることで、情報が安全に管理される社会の実現を目指しています。 

第六期事業年度においては、協会の WEBサイトを通じて台帳管理の重要性やセキュリテ 

ィに関する基本的な情報発信を中心に活動を継続しています。社会の変化に応じた情報 

提供を通じ、協会活動を推進してまいります。 

 

Ⅱ．重点取組事項 

 

１．協会 WEBサイトの運営 

当協会の WEB サイト（https://www.uls-a.net）は、汎用台帳システム基盤の重要性、

台帳管理の課題抽出や問題解決手法等のコンテンツ制作を継続的に行い、協会 WEBサイ

トを通じた普及啓発を重点施策と位置付け、WEBサイトの充実に努めています。 

 

２．汎用台帳システム研究会 

密閉・密集・密接を避けるため、全てのセミナー、研究会を自粛しています。 

 

 

Ⅲ．事業内容 

 

１． 理事会の開催 

令和 5年 

10月 11日 

第十一回理事会（電磁的方法による） 

第五期事業報告の承認、第五回定時社員総会開催の決議 

https://www.uls-a.net/


 

２． 社員総会の開催 

 

３． 諸手続き 

令和 5年 

11月 27日 

役員の変更登記 

東京法務局に理事、代表理事及び監事の登記を行う。 

 

Ⅳ．業務の適正を確保するための体制の整備に関する決議の内容 

 

１．理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、並びに損失

の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当法人の理事は、当法人の経営理念（定款目的）を常に意識し、その遵守に 

努めます。 

（２）当法人は、「個人情報保護ポリシー」（以下「コンプライアンス等規程」という）

に基づき、当社の社内体制の整備等を行い、法令・定款遵守の実効性の確保を図り

ます。 

①組織体制 

当法人の代表理事は、「コンプライアンス等規程」等に基づき、当法人の業務を 

統括・推進します。 

②教育・研修 

当法人は、定期的な法人内研修、適宜の社内説明会の開催等により、当法人の 

当該プログラムへの周知と、その理解を促進する活動を行います。 

③財務報告の信頼性 

当法人は、当法人の業務が健全に行われるよう十分に配慮しつつ、財務報告の 

信頼性を確保するための内部統制の構築に努めます。 

④監事監査 

令和 5年 

11月 22日 

第十二回理事会（電磁的方法による） 

代表理事に中村壽孝氏、内田幸一氏を選任し、被選任者は席上その

就任を承諾した。また、理事長に内田幸一氏、専務理事に中村壽孝氏

を選定し、被選定者は席上その就任を承諾した。 

令和 5年 

11月 22日 

第五期定時社員総会開催（電磁的方法による） 

第五期事業報告書承認。計算書類の承認。定款第 20条項番 1(2)「監

事 1名」を「監事 1名以上」へ変更の承認。中村太朗氏理事選任の承

認。被選任者は席上その就任を承諾した。中村真樹氏監事選任の承認。

被選任者は席上その就任を承諾した。理事任期満了に伴う改選で議長

の指名に一任する旨承認。中村壽孝氏、内田幸一氏、小野寺清人氏、

梅原寿夫氏、伊藤恵章氏の各氏が理事に選任され、被選任者は席上そ

の就任を承諾した。 



当法人の監事が、会計及び業務に係る定期監査並びに臨時監査を行い、当該法人 

の業務全般が法令、定款及び社内規程に照らして適正かつ有効に行われている 

ことを確認します。 

 

２．理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当法人の理事の職務の執行に係る情報については、その保存媒体に応じて適切かつ 

確実に検索性の高い状態で保存・管理し、所定期間、閲覧可能な状態を維持する 

こととします。 

 

３．理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

理事は、効率経営の確保に向けて、業務の合理化・迅速化等を継続検討します。 

 

４．監事がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項、監事の職務を補助する使用人の理事からの独立性及び当該使用人に対する

指示の実効性に関する事項 

当法人の監事は、監査役スタッフを任命する場合、監事スタッフは、監事の職務の補

助、及びこれに付随する事務を行います。なお、これら業務については、原則とし

て、その指揮命令権は監事に属し、理事は監事スタッフに対する指揮命令権を有しな

いものとします。また、監事スタッフの人事考課、人事異動及び懲戒等については、

監事の意見を徴するものとします。 

 

５．当法人の理事が、当法人の監事に報告を行うための体制 

当法人の理事が、当法人の監事に報告を行うための体制について、以下の通り整備・

実施します。 

（１）当法人の理事は、以下に定める事項について適宜報告を行います。 

①業務又は財務に重大な影響を及ぼすおそれのある事実を知った場合 

②理事の職務遂行に関して不正行為、法令・定款・社内規則に違反する事実を 

知った場合又は社会通念に反する行為が発生する可能性若しくは発生した場合 

で、当該事実又は行為が重大である場合 

③その他緊急・非常事態を知った場合 

（２）当法人の理事は、当法人の監事に対し、以下に定める事項について定期的又は 

必要に応じて報告を行います。 

①会計資料 

②業務報告 

③重要な訴訟事案 

④重要な会計方針・会計基準及びその変更 

⑤重要開示書類の内容 

⑥その他重要な事項等 

（３）当法人の理事は、当法人の監事からその職務の執行に関する報告を求められた 



   場合、速やかに当該事項を報告します。 

（４）当法人の理事が、上記(1)(2)(3)に該当する報告を当法人の監事に対して行った 

   ことを理由として、不利益な取り扱いを受けることがないことを社内規程等に 

   定めます。 

（５）監事の職務全般にかかる費用は当法人が負担するものとします。 

 

  



Ⅴ．計算書類 

 

１．賃借対照表 

 

貸借対照表 

（令和 6年 9月 30日現在） 

単位：円 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産  流動負債  

  普通預金 461,889    未払法人税等 70,000 

    

  負債合計 70,000 

   （純資産の部）  

   基金 1,000,000  

     

   繰越損失 △608,111  

  純資産合計 391,889 

資産合計 461,889  負債・純資産合計 461,889  

 

 

 

２．損益計算書 

 

損益計算書 

（自令和 5年 10月 1日～至令和 6年 9月 30日） 

単位：円 

科 目 金 額 

（経常利益の部）     

  経常収益     

    財務収益     

      受取利息 55    

  経常収益合計 55  55  

      



  経常費用     

    事業費用   

      租税公課 10,000  

  経常費用合計 10,000  10,000  

      

      

      

経常損失   9,945 

税引前当期損失   9,945 

法人税・住民税及び事業税 70,000 70,000 

当期純損失   79,945  

 

 

 

（１） 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

① 計算書類及びその附属明細書の作成基準 

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しています。 

② 消費税等の処理 

税込方式により処理しています。 

（２） 貸借対照表に関する注記 

① 基金 

基金は一般社団法人及び一般社団法人に関する法律第 131条に規定する基金です。 

 

単位：円 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

基金 1,000,000 ― ― 1,000,000 

 

 

 

以上 

  



 

 

令和6年11月15日 

 

監査報告 

 

一般社団法人汎用台帳システム協会  

監事 柴田 純孝  

 

 

第三期事業年度の事業報告、計算書類、その他理事の職務執行の監査について、次の

とおり報告します。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監事は、監査方針を定めた上で、監査を実施しました。 

具体的には、理事会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重要な決裁

文書及び報告書を閲覧し、当法人の理事等から、職務の執行状況等について定期的に

報告を受け、また、随時説明を求めました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告は法令及び定款に従い当法人の状況を正しく表示しています。 

(2) 理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な 

事実はありません。 

(3) 当法人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての理事会の 

決議の内容は相当です。 

(4) 計算書類は当法人の財産及び損益の状況を全ての重要な点において適正に表示 

しています。 

 

３．追記情報 

記載すべき事項はありません。 

 

 

以上 

 

 

 


